
東金市の給与・定員管理等について

１　総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注） １　職員手当には退職手当を含まない
２　職員数は、平成23年4月1日現在の人数である。

（３）特記事項

なし

（４）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

H19H24参考値
100.1 110.7 102.3

96.9 105.9 97.9

97.9 106.9 98.8

（注） 1　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
2　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
3　「参考値」は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定特例法による措置が無いとした場合の値である。

【参考】　地域手当補正後ラスパイレス指数
（平成24年4月1日現在）

（注） H24.4.1現在における団体の支給率と国基準の支給率により算出したもの

２　一般行政職給料表の状況（平成24年4月1日現在）

（注）給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

413,000円

478,200円

110.7

6級 7級

456,200円

Ｈ23年度

類似団体平均

「地域手当補正後ラスパイレス指数」とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水
準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数である。

366,200円

8級

135,600円

243,700円

185,800円

307,800円

給料

歳出額
Ａ

区分

405人

全国市平均

403,200円

289,200円

職員手当

人件費
Ｂ

※

222,900円

356,300円

261,900円

390,800円

1級 2級 3級 4級

1号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

期末・勤勉手当

215,448千円1,558,239千円

職員数
A

5級

（参考）
平成22年度の人件費率

18.4%

東金市

17,065,662千円 837,166千円 3,459,155千円 20.3%H23年度 59,250人

5,759千円

計　Ｂ

558,829千円

一人当たり給与費

Ｂ/Ａ

6,045千円

（参考）類似団体平均

一人当たり給与費

2,332,516千円

実質収支区分 住民基本台帳人口

給　　与　　費

人件費率
Ｂ/Ａ

320,600円

422,600円

100.1 

96.9 97.9 

110.7 

105.9 
106.9 

102.3

97.9
98.8

90.0 

95.0 

100.0 

105.0 

110.0 

115.0 

東金市 類似団体平均 全国市平均

H19

H24

参考値
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３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２４年４月１日現在）
一般行政職

② 技能労務職

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査においては公表されているデータを使用している。

※ 技能労務職の職種と民間の職種等比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※

①

3,479人

うち給食員
及び調理師

千葉県

年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前
年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

57.3歳

52.0歳

42.8歳

平均給与月額

372,906円（401,789円）

平均年齢 平均給料月額

43.2歳 327,748円

平均給与月額
（A）

平均年齢

283,327円

―304,944円（329,917円）

275,900円

区分

公務員

364,227円

区分

国

43.3歳

東金市

千葉県

民間

270,465 円
(285,030 円)

-

平均給与月額
（国ベース）

372,421円

-

285,467円

318,404円

4人

4人 279,975円 329,484円

-

平均給料月額

391,486円

職員数

362,999円

平均給与月額
（国ベース）

対応する民間
の類似業種

393,538円

389,677円

343,784円 433,098円

339,280円

8人

類似団体

41.8歳 

328,729円

-

39人

1.37

295,098円54.6歳東金市

うち用務員 271,825円

49.7歳

51.4歳

307,506 円
(323,181 円)

383,739円

国

314,792円

民間
（D）

C/D

3,708,800円

637人

49.0歳類似団体

年収ベース（試算値）の比較

うち給食員
及び調理師 5,096,892円

4,523,415円 2,861,400円

参考

東金市

区分

- -

うち用務員

公務員
（C）

---

-335,630円 -

-

--

1.58

350,255円

参考

- - --

206,600円 1.38

調理士 42.5歳 276,900円 1.19

平均給与月額
（B）

53.5歳

A/B

--

用務員

平均年齢

-
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教育職（幼稚園教諭）

（注） 1 　「平均給料月額」とは、平成２４年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

2

（２）職員の初任給の状況（平成２４年４月１日現在）

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２４年４月１日現在）

　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの
すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものであ
る。

　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の
手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

294,082円

平均年齢 平均給料

178,800円

平均年齢

276,829円東金市

369,161円 429,401円

平均給料月額 平均給与月額

35.8歳

千葉県

304,610円

大学卒

経験年数15年

28.3歳 221,966円

区分

類似団体 41.3歳 342,930円

東金市 千葉県

一般行政職

高校卒 37.5歳 297,725円

区分
経験年数10年

一般行政職

144,500円 144,500円

178,800円

―

37.8歳

平均年齢 平均給料

経験年数20年

大学卒

区分

高校卒

43.2歳

③

―313,448円

平均給与月額
（国ベース）

総合職(大卒)

一般職(大卒)

172,557円（181,200円）

163,987円（172,200円）


133,418円（140,100円）

国

367,718円

325,480円

平均給料

42.6歳32.5歳 317,795円

38.6歳

平均年齢

260,087円

3 / 10 ページ



４　一般行政職の級別職員数等の状況

（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成２４年４月１日現在）

（注） 1 東金市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

H24の構成比1年前の構成比5年前の構成比

１級 11 8 2

２級 30 23 18

３級 45 58 90

４級 73 75 63

５級 61 56 50

６級 32 31 32

７級 36 33 40

８級 8 9 8

（２）昇給への勤務成績の反映状況

職員数

8

12.2%

24.7%

10.8%

36

32

副主査,主任主事,主任技師

構成比標準的な職務内容

61

地方公務員法第40条に基づき、毎年1月1日を評定日として部長級を除く全職員に対してA～Eの5段階による勤務成績の
評定を実施。
勤務成績に応じて、昇給させるか否か及び昇給させる場合の昇給の号給数を決定する。

部長,会計管理者

課長,主幹

８級

７級

2.7%

20.6%

６級

係長,主査

副課長,副主幹

3.7%11

15.2%

係長,主査補

１級

73

５級

２級

３級

主事,技師

45

主事補,技師補

10.1%

４級

区分

30

11 8 2

30
23

18

45 58 90

73
75

63

61 56 50

32 31 32

36 33 40

8 9 8

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H24の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比

８級

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級
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５　職員の手当の状況

（１）　期末手当・勤勉手当

（平成23年度支給割合） （平成23年度支給割合） （平成23年度支給割合）

（期末手当） （勤勉手当） （期末手当） （勤勉手当） （期末手当） （勤勉手当）

ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月 ヶ月

【参考】勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

（２）　退職手当（平成２４年４月１日現在）

（注）退職手当の1人当たりの平均支給額は、23年度に退職した職員に支給された平均額である。

（３）　地域手当（平成２４年４月１日現在）

56,959千円支給実績（平成23年度決算）

（勤続年数）

勤続35年

勤続25年

・役職加算　5～20%

-

支給職員１人当たり平均支給年額（平成23年度決算）

支給対象地域 支給率

464人 3%

1人あたり
平均支給額

- 20,940千円

122千円

国の制度（支給率）

市内全域

59.28

国

ヶ月

ヶ月

59.28

１人当たり平均支給額（平成23年度）

（加算措置の状況）（加算措置の状況）

（勧奨・定年） （自己都合）

ヶ月 30.55

その他の加
算措置

定年前早期退職特別措置
（2～20％の加算）

定年前早期退職特別措置
（2～20％の加算）

ヶ月 30.55

41.34

47.50 ヶ月

41.34

47.50

3%

59.28

ヶ月

支給対象職員数

33.50 ヶ月

ヶ月ヶ月

（勧奨・定年）

ヶ月

ヶ月

33.50

職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置

1.35

（加算措置の状況）

2.6 1.35

1,464千円

１人当たり平均支給額（平成23年度）

2.6 1.35

59.28

１人当たり平均支給額（平成23年度）

・役職加算    　5～20%
・管理職加算　15・25%

・役職加算    　5～20%
・管理職加算　10～25%

１．勤務成績の評定の実施状況
　地方公務員法第40条に基づき、毎年1月1日を評定日として部長級を除く全職員に対して勤務成績の評定を実施。

２．勤勉手当への勤務成績の反映状況
　平成23年度の勤勉手当においては実施せず。

千葉県

-

ヶ月ヶ月 23.50

ヶ月

2.6

国

1,568千円

最高限度額 59.28 ヶ月 59.28

勤続20年 23.50

東金市

職制上の段階、職務の級等
による加算措置

職制上の段階、職務の級等によ
る加算措置

東金市

ヶ月

（自己都合）
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（４）　特殊勤務手当（平成２４年４月１日現在）

　

　　

（５）　時間外勤務手当

病害虫防除作業手当

101千円 44千円144千円

選挙分

7,045千円

45千円

20,524千円

1日当たり230円

1日当たり230円

※　県議会議員選挙

精神障害者の精神保健指定医による診察の立会い
又は護送の業務に従事した職員

※　市長選挙、市議会議員補欠選挙、参議院議員選挙

-

左記職員に対する支給単価

区　　分

-

手当の種類（手当数）

-

主な支給対象職員

職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算）

支給実績（平成23年度決算）

(1)　1件当たり1,500円
(2)　1件当たり3,000円

支給実績（平成22年度決算）

毒物、劇物等を使用して病害虫の防除等の作業に
従事した職員

(1)　ごみの収集、運搬に従事した職員
(2)　動物の死体処理に従事した職員

68,024千円

清掃作業手当

支給職員１人当たり平均支給年額（平成23年度決算）

支給実績（平成23年度決算） 45,709千円

職員１人当たり平均支給年額（平成23年度決算）

(1)　行旅病人の救護作業
(2)　行旅死人の収容等の作業

行旅病人救護等手当

38,664千円

（内訳）
合計

感染症患者の検診、死体の検索等に従事した職員

選挙分除く

1日当たり230円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成23年度）

手当の名称

(1)　1日当たり500円
(2)　1件当たり500円

5

全　職　種

137千円

47,500千円

152千円

精神障害者保護手当

防疫等作業手当
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（６）　その他の手当（平成２４年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

支給職員１人当たり
平均支給年額

（平成23年度決算）

借家・借間居住者

支給実績
（平成23年度決算）

47,139千円

502千円

手当名

　管理又は監督の地位にある職員に対し、
その職に応じた定額を支給

保育副所長

79,900

70,500

57,500

53,100

33,200

29,100

19,800

内容及び支給単価

通勤手当
電車・バスの利用者に
ついて、支給限度額無し
（国：上限55,000円）

29,100千円

国の制度と異なる内容
国の制度
との異同

異なる

住居手当

扶養手当

乗用車などの利用者

保育所長

管理職手当

21,198千円

6ヶ月定期代相当額を4月と10月の年2
回支給

同じ

同じ 219千円

96千円

使用距離に応じ月2,000円～32,330円ま
でを支給

電車・バスの利用者

部長

家賃12,000円を超える場合に限り、家
賃に応じて27,000円を限度に支給

（16～22歳までの子は1人5,000円加算）

配偶者　13,000円

配偶者以外の扶養親族  1人 6,000円

副主幹

53,305千円

1,044千円宿日直手当

支給対象職員及び支給
額

支給金額
（1回につき4,200円）

副課長

課長

主幹

18,500

（市長部局の代表例）

異なる

異なる

参事

　宿日直を命ぜられた職員に対し、1回に
つき4,500円を支給

7,676円

75千円
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６　特別職の報酬等の状況（平成２４年４月１日現在）

（平成２３年度支給割合）

（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

35/100　×　在職月数　×　給料月額 1,428万円 任期毎

25/100　×　在職月数　×　給料月額 876万円 任期毎

(注） １　給料の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。

   

市長

816,000円 /

1,000,000円

副市長

給料月額等

（参考）類似団体における最高/最低額

850,000円

2.025議長

415,000円

計

２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づ
き、１期（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。

議員

620,000円

市長
/

1.875

447,500円

区分

副議長 382,000円
報
酬

議長

355,000円

給
料

3.90 ヶ月

 6月期

497,000円

/

255,000円

275,000円

560,000円 /

/

335,000円698,000円

730,000円

市長

議員

退
職
手
当 副市長

12月期

副議長

期
末
手
当

ヶ月

ヶ月副市長

8 / 10 ページ



７　職員数の状況

（１）　部門別職員数の状況と主な増減理由

84

6

46

対前年増
減数

0

7

86

主な増減理由
Ｈ23

19

2

（各年4月1日現在）

106

0

33

▲ 2

都市整備課建築技師増1

30

85

19

39

区分

普
通
会
計
部
門

医療センター推進課職員増、環境保全課職員増

保育士減

84

304

0

国保年金課国保事業減

▲ 2472

民生

小学校給食員減

2

41

※　教育長を含む人数

Ｈ24

6

0

▲ 2

0

306

412 412

7

34

12

48

下水道

ガス他

一
般
行
政
部
門

小計

12

30

職員数

小計

議会

108

総務企画

農林水産

教育部門

商工

土木

0

▲ 1

0

衛生

税務

公
営
企
業
等
会
計

部
門

470合計

9 / 10 ページ



（２）　年齢別職員構成の状況（平成２４年４月１日現在）　※　教育長を除いた人数

# # # # # # # # # # # 0人 #
# # # # # # # # # # # 1人
20歳未満20～2324～2728～3132～3536～3940～4344～4748～5152～5556～5960歳以上

構成比### ### ### ### ### ### ### ### ### ### ### 0.2%

5年前の構成比0.0% 1.2% 6.4% 8.5% 20.6% 14.4% 8.9% 7.2% 12.4% 14.2% 6.2% 0.0%

（３）　職員数の推移

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。
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43人
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100人 35人

92人 76人44人
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70人41人
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44歳28歳 32歳24歳 40歳 48歳

60人 485人
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～
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52歳 56歳
～

30人69人

49人

～

51歳 以上

469人1人

計
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～
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～～ ～ ～
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0人 6人 31人

～
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H24 29人
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-

4 (1.3%)

▲ 12 (▲10.2%)

310

111

-
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